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1. はじめに 

（1）調査の背景と目的 

東日本大震災を契機として、津波減災まちづくりの取

組に注目が集まっている。津波減災まちづくりは、大自

然災害を完全に封ずることではなく、災害時の被害を最

小化する考え方でまちづくりをすすめるものである7)。 

そのため東日本大震災の被災地では、津波の到達時間

短縮の緩和などのために防波堤、防潮堤、二線堤の築造

を行うとともに、浸水予想エリアに生活拠点をおかない

ための高台移転に必要な防災集団移転促進事業や土地区

画整理事業等の都市基盤施設整備を中心に計画が進んで

いる。加えて、津波減災に資する土地利用・建築構造規

制等の適切な建築誘導や住民の津波減災まちづくりへの

機運醸成などの住民主導の減災まちづくりも求められて

いる。また東日本大震災による復興地域だけではなく、

東海・東南海・南海地震の被害想定地域においても、津

波に備えた津波減災まちづくりの取組を必要としている。 

もちろん本震災前から、津波減災への提言が行われて

いる。そのうち河田 3)は津波で命を失う危険性が高い人

を、何とか失わないようにする社会を津波減災社会とし

て、津波を語り継ぐことの重要性を唱えている。また津

波対策検討委員会 5)は、災害に強い社会への移行を目指

し、津波対策を、予防から復旧・復興までの連続したプ

ロセスとして捉えて、ハード整備とソフト対策を戦略的

に組み合わせて展開し、被害最小化を目指した対策を、

強力に推進することを提言している。 

また津波減災対策ではないが震災後の復興まちづくり

について、久保4)は阪神淡路大震災復興の経験に基づき、

まちづくり協議会が住民主導のまちづくりのシステムと

なって、大きな役割を果たしていると論じている。 

そこで本研究は、先に示した津波対策検討委員会の提

言に沿い、筆頭筆者らがこの復興まちづくりの事例研究

を踏まえ「ハード整備として都市基盤施設整備計画、ソ

フト対策として津波を語り継ぎ、その対策を推進するま

ちづくり協議会の仕組みづくり」を行なった静岡県焼津

市の先導的な津波減災まちづくりの事例(註 1)を明らか

にするとともに、それを評価することで、今後の津波減

災まちづくりに必要な示唆を得ることを目的とする。 

（2）研究の対象と方法 

本研究の対象は、静岡県焼津市の小川漁港に隣接した

地区とする。この地区は、焼津市や筆者らが 2004～2006

年に住民の協力を得て、津波減災まちづくりの仕組づく

りを行った地区である。 

本研究の方法について、第二章では、津波減災まちづ
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くりのための施策の仮説、第三章では、その仮説に基づ

き実施された「住民参加の計画づくり」（2004～2005 年

実施）を明らかにする。第四章では、当該計画の「住民

の視点からの目標管理のシステム」と「住民の津波避難

学習」等の達成状況を検証して、当該計画を考察する。

第五章では、2011 年時点の「住民の津波減災まちづくり

のための機運」を計る方法を提案し、その方法を考察す

る。第六章では、本研究の仮説を評価し考察を行う。 

 

２．津波減災まちづくりのための施策の仮説 

津波減災まちづくりは、前章で示したとおり、ハード

整備として都市基盤施設整備計画、ソフト対策として津

波を語り継ぎ、その対策を推進するまちづくり協議会の

仕組みづくりによって、津波災害時の被害を最小化する

という考え方でまちづくりを進めることを前提とする。 

その上で、行政が都市基盤施設整備計画区域において、

次の施策を講ずることで、津波減災まちづくりのための

都市基盤施設整備が推進され、地域全体で住民の津波減

災まちづくりの機運醸成が図られると考える（図 1参照）。 

図１：津波減災まちづくりを高めるイメージ図 

①� 計画段階での住民の計画策定参画 

行政主導で行われる都市基盤施設計画策定にあたり、

『住民参加の計画づくり』と『住民の視点からの目標

管理』のシステムをつくる。 

② 計画実施段階での住民の津波避難学習 

行政が行う都市基盤施設整備計画実施とあわせて、 

官民のまちづくり協議会等と協働して、津波を語り継

ぐことや避難場所の認知なども含めた『住民への津波

避難学習機会を重ねて提供』を行う。 

①の施策によって、住民にわかりやすい形で、計画と

その達成目標を周知できるとともに、副次的に地域活動

参加のきっかけづくりを提供することができる。また②

の施策によって、区域内並びにその周辺区域に津波防災

の知識や避難場所を周知できるとともに、副次的に地域

活動参加の機会を増やし、官民と民民との付き合う頻度

を高めることができる。 

このことから以上①と②の施策実施は、津波避難時で

の『津波防災力』を高めることに加えて、地域活動参加

機会と付き合う頻度を高めて『ソーシャル・キャピタル』

の醸成が図られると仮定した。このソーシャル・キャピ

タルは、内閣府によると地域のネットワーク等といった

社会組織の特徴であり (註 2)、地域の個性的なまちづく

りにその活用・醸成が極めて重要としていることから、

本研究では津波減災まちづくりに必要な社会組織の特徴

として捉えることとする 6)。 

このように津波減災まちづくりの機運醸成は、①と②

の施策の実施によって、避難場所の認知などの津波防災

力を強化しつつ、津波減災まちづくりに必要なソーシャ

ル・キャピタルを醸成するうえで効果があると仮説をた

てた。以下、本仮説に基づき行われた焼津市の実践例と

その評価を記す。 

 

３．住民参加の津波減災まちづくり計画 

（1）計画の背景と地区の概要 

本研究の対象地区は、焼津市小川漁港に隣接した密集

の住宅街の地区を中心とした焼津南東地区（以下「南東

地区」と略す。図２参照）で、JR焼津駅の南約 2km に位

置し、面積は約 453ha である。本地区において、焼津市

は 2005 年 3月、上記の仮説に基づき、2004 年 12 月のス

マトラ沖地震による高まる住民の津波減災意識にも配慮

して、都市再生整備計画を策定し 9）、都市基盤施設整備

とそれに伴う住民参加の津波減災まちづくりを先導的に

すすめてきた 8)(註 1）。 

 (2) 住民参加の計画策定のプロセス 

本計画における住民参加のプロセスは2004年9～10月、

南東地区を中心とした住民約 30 名参加による都市再生

大学校により実施した。これは、筆者が開発した住民参

加プログラム 2）を試行的に行ったものであり、課題把握、

解決素材抽出、演習、合意形成の計４段階で津波減災ま

ちづくりを学習しながらワークショップ形式で計画策定

を実施する仕組みである 8)。 
①第一回は 2004 年９月 29 日、課題把握として、焼津市

文化財保護審議会副会長を招き、「文献にみる焼津、小

川のむかし」と題して安政地震時の津波の被害状況の語

り継ぎを受け、現状の津波に対する課題を把握した。 
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図２:焼津南東地区位置図  

出典：焼津市南東地区都市再生整備計画（焼津市，平成 22 年 3月） 

②第二回は同年 10月 7 日、解決素材抽出として、浜松市

の住民参加のまちづくりを聴講し、日常的な住民連携の

まちづくり活動を解決素材として学習した。 

③第三回は同年 10月 15 日、演習として、国土交通省の

専門家を招き「まちづくりの目標について考える」と題

して、津波減災まちづくりに必要な住民の視点でわかり

やすい目標を考察した。 
④第四回は同年 10月 21 日、合意形成として「日常的な

地域づくりが災害時に生かされた事例－阪神淡路大震災

における神戸市長田区真野町を参考に、まちづくり協議

会のあり方」を学びながら、第三回までの議論等を踏襲

して、津波減災まちづくりのための計画策定の合意形成

を図った。 

これらを受けて焼津市は 2004 年 10 月には都市再生整

備計画策定に着手し、2005 年 2月にはその計画案につい

て、住民アンケートを実施した。その結果、住民の約 90%

以上の同意を得たため同市は翌月の 3月、焼津市南東地

区都市再生整備計画を策定した。このようなプロセスを

経て、行政からのお仕着せ的な津波減災まちづくり計画

ではなく、津波の語り継ぎを勘案した住民自らが考えた

対策を取り入れることで、住民による手作り感のある計

画策定がなされた。これらを通じて、住民相互の付き合

う頻度が増し、自発的な住民の地域貢献活動の誘導がは

かられ、ソーシャル・キャピタルの醸成が図られていっ

たと推察される。 
 (3) 都市再生整備計画の概要 

本計画は、計画期間を 2005 から 2009 年度までの計 5

年間であり、ハード整備として土地区画整理事業、市道

改良事業、街区公園、コミュニティ防災センター、シン

ボル道路などの都市基盤施設整備を実施し、ソフト対策

として、コミュニティ防災センターの住民参加の構想・

計画策定事業、防災マップ作成や防災教室による防災ま

ちづくり啓発事業などを計画的に実施するものとした。 

(4) 都市再生整備計画の推進体制 

焼津市は 2005 年、住民参加の津波減災まちづくり計

画推進のため、焼津南東地区防災まちづくり推進委員会

を設け、住民参加のまちづくり活動の方針を定めて、計

画推進する体制を整えた。加えて同市は 2006 年、焼津市

まちづくり交付金事業推進委員会を設け、住民参加のま

ちづくり活動に関し助言を与え、今後のまちづくり方策

の検討など評価内容を充実させる推進体制をつくった。

加えて計画終了後、事後評価について確認・審査を行う

まちづくり交付金評価委員会を設け、適正な進捗管理を

図ることとした。 
 

４．都市基盤施設の評価方法の提案と検証 

（1）住民の視点からの目標管理システムの提案 

都市再生整備計画は、数値目標を設けて推進する制度

である。しかしながら同計画は 2003 年度に創設した制度

であり、津波防災のための計画づくりが全国でも前例が

なかった。そのため計画当初の 2005 年において、住民が

津波減災まちづくりのための都市基盤施設の推進を実感

できるよう、４指標を作成した(表 1)。例えば指標 1「津

波による避難時間の短縮」は従来、コミュニティ防災セ

ンターの建設と関連する道路整備の進捗率などといわれ

ていたが、住民の立場にたった指標とした。このように 
表 1:都市再生整備計画の目標値とその評価 

No. 指　　標 定　　義
目標と指標及び目標値の

関連性
従前値 目標値 検証値

1
津波によ
る避難時
間の短縮

小川地区住民
の津波に対す
る避難時間

津波に対する緊急避難場
所としてコミュニティ防
災センターの整備を図
る。

10分 5分 5分

2
狭隘道路
の解消

地区内で２方
向避難が確保
されていない
狭隘道路の路
線数

安全かつ迅速な避難の上
で問題とされている行き
止まり狭隘道路の解消の
程度を指標とする。

20箇所 10箇所 4箇所

3
老朽家屋
の低減

地震時の人的
被害が予想さ
れる老朽化し
た家屋の数の
割合

地震時の人的被害の最大
の原因となっている家屋
の倒壊を防止するため、
老朽家屋の割合を指標と
する。

55棟 45棟 37棟

4
冠水被害
箇所数の

低減

1年間に地区内
で冠水被害が
発生した地点
の箇所数

台風、高潮等の災害時の
安全かつ迅速な避難の大
きな支障となっている冠
水被害箇所の数を指標と
する。

11箇所 7箇所 2箇所

 



 

 

指標の数値目標は従来、行政の目線で、都市基盤施設整

備の各事業に関してその進捗率を示すものが多かった

が、本計画では、住民の津波減災まちづくり計画推進の

理解促進をはかるため、「住民の避難するイメージを指

標とするシステム」とした10) 。このシステムによって、

住民の防災への関心を高め、防災の意識啓発を狙うとと

もに、わかりやすい計画という印象を与えることで、そ

の周知を図ることとした。 

（2）都市基盤施設計画実施の検証 

都市基盤施設計画実施を総括する形で焼津市は 2011

年６月、本計画の検証を公表した。それによる４つの指

標は、目標値を上回り、概ね計画通り津波減災対策が進

んでいると検証している（表 1 右欄）11) 。加えて、津

波減災まちづくりの機運醸成のための「住民への津波避

難学習機会を重ねて提供」する取組は、合計１５回の講

演会・ワークショップを計４年間継続して行ってきたこ

とも検証されている（表２）。  

表２：防災まちづくり講演会等の実施状況 

講演会等 実施頻度 実施時期 実施結果

防災まちづく
り講演会

計６回
2005年１１月
～2006年２月

住民及び市職員の防災意識が
高まった。特に地域住民によ
る災害への取り組みの必要性
を伝えることができた。

防災まちづく
りワーク
ショップ

計９回
2006年10月～
2008年10月

住民の防災意識が高まった。
また、地区内住民によるコ
ミュニティ活動の推進が図ら
れるように検討した。  

特に講演会「地域の防

災力を高めよう」は 2005

年 12 月４日、小学校に

おいて行われ、周

辺から計 574 名の

参加者があった

（写真１）。 

（3）評価方法の考察 

都市基盤施設の「住民の視点からの目標管理システ

ム」や、それと併行して行うソフト対策としての「住民

への津波避難学習機会を重ねて提供」することは、住民

に津波減災まちづくりが進んでいることを強く印象づけ

る効果もあったと考えられる。結果として、都市基盤施

設整備とともに津波減災まちづくりの機運醸成が図られ、

ソーシャル・キャピタルの醸成と津波防災力が高められ

ていったと推察される。このようなこともあり2010年3

月策定の焼津中部地区都市再生整備計画に引き継がれ、

現在でも継続的な取組がなされている 12)。 

５．津波減災まちづくりの機運の評価方法の提案 

本章では、本計画の津波減災まちづくりの機運の評価

方法を提案し、その評価方法の考察を行う。 

（1）評価方法の提案 

①前提条件 

津波減災まちづくりの機運を評価する方法は、津波減

災まちづくりのための計画推進が、計画区域やその周辺

の住民の意識にどのような変化を及ぼしたのかを、比較

対象区域を設けて、アンケートによって評価するものと

する。その比較対象は、同市内で同様に津波減災まちづ

くりを必要とする区域とする。 

②アンケート項目 

津波減災まちづくりの機運は、地域のコミュニティ、

ソーシャル・キャピタル並びに津波防災力の３つのカテ

ゴリー毎に、アンケート項目を定めて評価できると仮定

した。そのうち、コミュニティ及びソーシャル・キャピ

タルの設問は、内閣府の「コミュニティ再生機能とソー

シャル・キャピタルに関する調査報告書」に使用された

設問 6）から選別した。その理由は、同報告書の設問数が

コミュニティ関連 14設問、ソーシャル・キャピタル関連

10 設問と多く、その中に概念的に近い設問も見受けられ

たことと、同報告書のカテゴリー評価が、当該設問を標

準化した単純平均によって評価していたことから、設問

を選別しても、カテゴリーを評価できると仮定した。ま

た、津波防災力のアンケート項目は、当該カテゴリーを

評価できると推察される設問を選別して設定した。 

加えて筆者は 2011 年 10 月 16 日、焼津市自治会代表

に回答のしやすさをヒアリングし、アンケート票を作成

した。その結果、「コミュニティ」が３問、「ソーシャ

ル・キャピタル」が２問、「津波防災力」が１問の計 7

問の設問とした（表３）。また、アンケートの基本事項

として、年齢、性別、職業、居住年数等を記載する様式

とする 1)。 表３：アンケート設問項目 

カテゴリー 設問 略称 評価段階

住みやすいと思うか ①住易 5

安全だと思うか ②安全 5

活気があると思うか ③活気 5

付合い頻度 ④付合 4

地域活動参加頻度 ⑤参加 4

防災に関心があると思うか ⑥関心 5

避難場所の認知度 ⑦避難 4

コミュニ
ティ

ソーシャ
ル・キャピ
タル

津波防災力

 

③比較方法 

アンケート項目の回答は、先に示した内閣府の様式

に倣い、主観的な回答については５段階で、客観的な回

答については４段階で評価する方法をとる。１が当該項

写真１：講演会「地域の防災力を高

めよう」2005 年 12 月 4日筆頭筆者撮影



 

 

目を高く評価しており、数字を増やすごとに当該項目の

評価が低くなる。集計結果は、定量的評価と定性的評価

の二つで評価する。定量的評価は、設問の回答者の平均

値を比較する方法と両地区の回答状況をウェルチのｔ検

定（註 3）によりＰ値により比較する方法とする 13)。定性

的評価はグラフなどを使って考察する方法をとる。 

（2）評価方法の検証 

①アンケート対象地区と比較地区 

アンケート対象は、南東地区を含むその周辺地域の港第

14 自治会（以下「南東地区周辺区域」という。）とした

（図３）。また比較する同市他地区は、本地区と同様、津

波減災まちづくりが必要な漁港に隣接した市街地であり、

同市の中心市街地を含む焼津第 3自治会（以下「中心市

街地周辺区域」という。）とした（表４上中段参照）。こ

の地区をベンチマークとした理由は、本計画策定時の

2004～2006 年、筆頭筆者が両地区のまちづくりの専門家

として関与してきた経験から、双方のコミュニティには

大きく変わった点がみられかったと仮定したためである。

比較地区の異なる点は津波減災まちづくりのハード整備

とソフト対策を戦略的に行なっていなかったことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：南東地区周辺区域と中心市街地周辺区域の位置図 

出典：焼津市における津波リスクへの市民意識と減災促進に関する研究 １） 

②調査期間 

調査は、2011 年 10 月～11 月に各自治会に配布し、同

年 11 月～12 月に自治会の各組長から組内の住民に配布

し、回収を行った（表４下段）。 

③定量的評価 

設問の回答者の平均値を比較する方法では、コミュニ

ティの②安全を除いて、南東地区周辺区域の評価は高い

と判定する。ウェルチのｔ検定Ｐ値により比較する方法 

では、コミュニティの③活気があることと、津波防災力

の⑦避難所の認知度について、統計的に差があり、評価

は高いと判定する（表５）。したがって、南東地区周辺区

域では、津波防災力が高く、ソーシャル・キャピタルも

やや高く、その醸成が図られていると推察される。コミ

ュティは、判定にばらつきがあるので、どちらもかわり

なくほぼ同程度と判断する。 

表４：調査対象区域概要とアンケートの概要 

7,344 （構成比率） 5,122 （構成比率）

出生時からの居住者* 1,156 16% 855 17%

20年以上居住者* 2,498 34% 1,724 34%

10年以上20年未満居住者* 1,170 16% 850 17%

10年未満居住者（不詳含む）* 2,520 34% 1,693 33%

2,494 （構成比率） 2,011 （構成比率）

一戸建* 1,884 76% 1,188 59%

長屋・共同2階建（その他含む）* 610 24% 111 6%

共同3～5階建* 186 7% 113 6%

共同6～10階建* 45 2% 314 16%

共同11階以上建* 0 0% 285 14%

まちづくり上位計画
（計画期間）

主たる都市基盤整備［土地区画整
理事業］**（施行期間）

隣接する漁港**
（通称）

回収日

配布世帯数［世帯］

回答世帯数(c)・居住世帯比率（c/b） 147 5.9% 150 7.5%

回答者数(d)・居住人口比率(d/ａ) 147 2.0% 160 3.1%

注：平成22年国勢調査（*）、統計焼津95号（平成24年8月)(**)に基づく

150

2011年12月10日

焼津漁港小川地区
（通称：小川漁港）

焼津漁港焼津地区
（通称：焼津港）

ア
ン
ケ
｜
ト

居
住
歴

居
住
形
態

人口密度［人/Ｋｍ2］**（地区名） 4,366（焼津地区）4,564（小川地区）

中心市街地周辺区域南東地区周辺区域

石津、石津向町、
石津中町、石津港町

都市再生整備計画
（2005年～）

中心市街地活性化基
本計画（2003年～）

2011年11月11日

区域名

調査対象町丁名

調査対象居住人口［人］*　　（a）

調査対象居住世帯［世帯］*　（ｂ）

150

ま
ち
づ
く
り
等

会下ノ島石津地区
（1999年～2015年）

駅北地区
（1958年～1980年）

新屋、栄町、
本町一・二丁目、
駅北二・三丁目

 

表５：アンケートの集計結果 

南東地区
周辺区
域：Ａ

中心市街
地周辺区
域：Ｂ

Ｂ－Ａ 判定 Ｐ値 判定

①住易
2.31
(0.65)

2.38
（0.75）

0.07
（0.10）

高 0.421 －

②安全
2.48

（0.97）
2.36

（0.95）
-0.12

（-0.02）
低 0.308 －

③活気
3.3

（0.95）
3.78

（0.96）
0.48

（0.01）
高 0.00004 高

④付合
1.9

(0.62)
1.95
(0.70)

0.05
（0.08）

高 0.549 －

⑤参加
2.25
(0.95)

2.39
（1.05）

0.14
（0.10）

高 0.241 －

⑥関心
2.05

（0.80）
2.14

（0.89）
0.09
(0.09)

高 0.376 －

⑦避難
1.2

（0.44）
1.38

（0.53）
0.18
(0.09)

高 0.002 高

コミュニティ

ソーシャル・
キャピタル

津波防災力

平均値（上段）・
標準偏差（下段カッコ書き）比較

高い

ウェルチの
ｔ検定比較

カテゴリー 設問略称
総合
判定

ほぼ
同程
度

やや
高い

 

④定性的評価 

定性的評価は、統計的差があった津波防災力の⑦避難

場所の認知度に着眼した。この項目について、居住年数、

年齢、性別、世帯数別に比較したところ、居住年数に目

立った差があることがわかった（図４）。 

この図から南東地区周辺区域は中心市街地周辺区域に

比べて、居住年数による避難場所の認知度に差があるこ

とは明らかである。特に、中心市街地周辺区域では、入

居５年以内の「はっきりわかっている」と回答した者は 

中心市街地周辺区域（比較

対象：焼津第３自治会） 

南東地区周辺区域 

（港第 14 自治会）
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図４：居住年別の避難場所の認知度 

40％以下であることに比べて、南東地区周辺区域のそれ

は 80％を超えている。中心市街地周辺区域での避難所の

認知度が低いことは、一戸建に住む人が少なくマンショ

ンなど高層建築物に住む人が多いことも関係する（表４

中段）とも思われるが、津波減災に資する継続的な取組

がなされていないことも要因と推察される。 

以上を勘案すると、南東地区周辺区域は、中心市街地

周辺区域と比べて、『住民への津波避難学習機会を重ねて

提供』するなどの取組によって、ソーシャル・キャピタ

ルの醸成がややすみ、津波防災力の強化が図られている

と推察される。 

（3）評価方法の考察 

住民アンケートの他地区との統計的比較によって津

波減災まちづくりの機運を測る方法は、客観性をもって

津波防災力の強化やソーシャル・キャピタルの醸成を説

明できる可能性を示した。この方法は、津波減災まちづ

くり施策導入にあたっての施策効果測定や、津波防災ま

ちづくりの機運醸成のためのチェックリストとしての活

用が期待される。 

 

６．まとめ 

本研究は、津波減災まちづくりを「ハード整備として

都市基盤施設整備計画、ソフト対策として津波を語り継

ぎ、その対策を推進するまちづくり協議会の仕組みづく

り」を前提とした、『住民参加の計画づくり』と『住民の

視点からの目標管理』と『住民への津波避難学習機会を

重ねて提供』の本取組が、避難場所の認知などの「津波

防災力を強化」しつつ、津波減災まちづくりに必要な「ソ

ーシャル・キャピタルの醸成」といった津波減災まちづ

くりの機運醸成に効果がある可能性を示した。このよう

な取組は、今後の行政における津波減災まちづくりの一

つの方策を示唆している。         （以上） 

------------------------------------------------- 
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【註】 

（1）焼津南東地区都市再生整備計画は、減災まちづくり

のために計画推進を先導的に行ったこととして 2007

年６月、まち交大賞アイデア賞を受賞している 8)。 

（2）ソーシャル・キャピタルは、アメリカの政治学者ロ

バート・パットナムによると、人々の協調行動を活発

にすることによって社会の効率性を高めることので

きる、「信頼」「互酬性の規範」「ネットワーク」とい

った社会組織の特徴と定義している 6)。 

（3）ウェルチのｔ検定は、独立した 2群が等分散とみな

せない場合で母平均に差があるかどうかを検定する

方法である 13)。 


